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「いじめ・自殺問題に関する取組について（中間まとめ 」）
[ 平成１９年１月１９日 子どもを守り育てる体制づくり推進本部 ]

趣 旨

いじめ・自殺の問題について、一連の事件等から浮かび上がった課題について、現

時点での総括を行うとともに、有識者会議からの喫緊の提案等も踏まえ、文部科学省

が今後重点的に推進すべき取組の取りまとめを行う。

取りまとめの概要

Ⅰ．はじめに

Ⅱ．一連の事件等の概要

１ いじめを原因とする自殺事件

( )北海道滝川市小６女子児童の自殺事件1

( )福岡県筑前町中２男子生徒の自殺事件2

( )その他のいじめ・自殺事件3

２ メール・ネット等を利用したいじめ

３ いじめ自殺を予告する書簡

Ⅲ．これまでの対応

１ 文部科学省における対応

( ) 緊急連絡会議の開催・通知1

( )「文部科学大臣からのお願い」2

( ) 子どもを守り育てる体制づくりに関する検討3

① 有識者会議における検討

→ 本取りまとめの公表 ]② 推進本部における検討 [

２ その他の機関における対応

( ) 各種機関における相談活動等1

( ) 教育再生会議における検討2
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Ⅳ． 課 題

１ 緊急に対応すべき課題

( ) 一連の事件から提示される課題1
○ 自殺という最悪の事態にまで至った最近のケースを見ると、個々のケースご

とにも異なるが、例えば、次のような問題点があったことを指摘できる。

・ いじめられている子どもが、周囲の大人に打ち明けられずに、又は、打ち明けても
十分な対応がなされずに、一人で悩み・苦しんでいた状況があったと考えられる

・ いじめている子どもが、いじめている時点で、その行為の重大さ、いじめられる側
が感じている深刻さに気付いていない

・ 教職員の間に、いじめ問題への認識が十分浸透しておらず、日常的な指導や、いじ
めの把握、いじめ発生時の対応等に適切さを欠くケース等も生じている

・ いじめの問題への対応が、学級担任等の個々の教員のみに委ねられ、学校全体とし
ての組織的な対応がなされていなかった

・ 家庭に対し必要な情報提供がなされず、保護者等との連携による適切な対応ができ
なかった

・ 教育委員会が学校の実情を把握し、学校への支援を行う体制が機能しなかった

・ 自殺という最悪の事態に至った後に迅速な事実解明がなされず、保護者、関係者等
に対しても、適切な説明がなされなかったケースがある

( ) 文部科学省の調査に係る問題点2
○ 一連の事件等と関連して、文部科学省が従来行ってきたいじめ・自殺に関す

る調査についても、問題が明らかになった。

( ) 有識者会議から示された課題・提案3
○ さらに、有識者会議におけるこれまでの検討を通じても、いじめ問題を捉え

、 。る上でのいくつかの視点が示され これに対応するための提案がなされている

（有識者会議が示した提案）

・ 子どもが様々な大人に相談できる場面をつくりましょう

・ 学校の中に新たな子どもの居場所をつくりましょう

・ 万が一の場合の初期対応では、専門家が学校をサポートするようにしましょう

・ 実態を把握・分析するとともに、良い取組を共有しましょう

( ) 教育再生会議における課題・検討4
「 」 、 、 、 、○ 教育再生会議の いじめ問題への緊急提言 では 学校 教員 教育委員会

家庭・地域においてとるべき対応策について、各般の提言を行っている。

（教育再生会議による提言の内容 [要約] ）

・ いじめは絶対に許されず、見て見ぬふりする者も加害者であることを徹底して指導。

・ 問題を起こす子どもに対して、指導、懲戒の基準を明確にし、毅然とした対応。

・ いじめられている子どもには、守ってくれる人、その子を必要とする人が必ずいると
の指導を徹底。教員は、子どものサインも見逃さないよう緊密にコミュニケーション。

・ いじめがあった場合、対応チームを編成して学校として解決。教育委員会もサポート
チームを結成して学校を支援。いじめを隠すことなく家庭や地域と一体となって解決。

・ 保護者は、子どもにしっかりと向き合い、ほめる、励ます、叱るなど親としての責
任を全う。地域の人たち等も子どもたちに声をかけ、気づいは点を学校に知らせる。
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２ いじめの原因・背景にかかわる課題

○ いじめの問題の原因・背景には、学校・家庭・地域社会のそれぞれの要因が存在

しており、これらの要因が相互に連関している。

子どもたちの多様な実態に必ずしも対応しきれておらず、子どもた【学校における課題】

、 。ち一人一人が自己存在感を得られる学校づくりが 十分実現できていないのではないか

核家族化や共稼ぎの増加等を背景に、子育てに不安を抱える親が多【家庭における課題】

くなるとともに、子どもと話す機会や家族のふれあいの時間が不足し、子供にとって、

家庭が真の安らぎの場、精神的な支えの場になっていない状況もあるのではないか。

少子化、都市化の進展に伴う地域社会の変容に伴い、地域にお【地域社会における課題】

いては、異年齢者との交流や、地域で子ども同士が遊ぶ機会、生活体験、社会体験、

自然体験等の機会が少なくなっているのではないか。
など

Ⅴ．今後の対応方針

１ いじめ・自殺に関する実態の把握

○ 調査方法の見直しときめ細かな実態把握

→ 調査方法の見直し等

「いじめ」の定義、自殺の理由の把握など、いじめ・自殺に関する調査の方法を早

急に見直しの上、調査を実施する。いじめに関する調査については、いじめられた児

童生徒の立場に立って行うことをより明確に示すことにより、自殺に関する調査につ

いては、警察庁との連携や調査方法の工夫により、正確な把握に努める。
【 】平成１８年度分の調査から実施

→ 学校における早期発見の取組の促進

児童生徒を対象としたアンケートの実施など、把握方法を工夫しつつ、すべての学

校現場においていじめの早期発見・早期対応に努めるよう、各学校・教育委員会等の

取組を指導する。併せて、いじめの把握のための様々な方法等の事例について情報提

供を行う。

２ いじめ・自殺の防止等に向けた取組

( ) いじめの解決に向けた学校・教育委員会の活動の促進1

、 、 、○ さらに 一連の事件等から提示される課題 有識者会議からの提案等を踏まえ

取組を推進。

① 子どもの悩み・苦しみ等を受け止める体制の整備

→ 教育相談窓口の充実

各都道府県・指定都市が行っている電話による教育相談の相談体制を夜間・休

日まで拡充するとともに、全国統一ダイヤルを設置する。また、民間の相談機関

による電話相談等の活動を支援する。さらに、これらの相談窓口を紹介する紹介

カードを作成配布して、その周知を図る。
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→ スクールカウンセラー等の拡充

平成１８年度においては、いじめ・自殺問題に対する緊急措置として、スクー

ルカウンセラー及び子どもと親の相談員の配置を拡充し、全国の学校において集

中的な相談活動を実施する。また、緊急措置終了後の平成１９年度においては、

問題発生時に関係校へ派遣する緊急支援型のスクールカウンセラーの配置を進める。

→ 学校内で、子どもが様々な大人と接する機会の拡充

保健室の機能の充実のための養護教諭の複数配置等のほか、教室外の様々な場

所に教員以外の大人と気軽に話ができるような環境を整備し、児童生徒の「ここ

ろの居場所」づくりを進める先進的な取組に関する情報提供等を行う。また、大

学生・大学院生など児童生徒に比較的年齢が近い者が、メンタル・フレンドとし

て児童生徒の相談等に応じるなどの活動を促進する。

② いじめのサインを見逃さない･いじめを許さない教職員の取組の支援

→ いじめ解決に取り組む教職員の支援

いじめの早期発見・早期対応を図るための日常的な取組、実際にいじめが起こ

ったときの対応など、いじめ解決に向けた取組の好事例の情報を提供する。

→ 教職員研修の充実

各教育委員会が行う教職員研修や学校における活動に際し中核的・指導的な役

割を果たせる人材を育成する観点から、国レベルで行う研修において、いじめの

問題の特性、グループにおける人間関係、いじめの兆候として子どもが示すサイ

、 、 。ン 具体的な指導方法 問題発生時の危機管理等に関する研修内容の充実を図る

③ 学校・教育委員会における問題抱え込みの排除

→ 開かれた学校づくりの推進

学校の説明責任として、いじめに関する指導・対応方針等について、あらかじ

め保護者や地域住民に説明し、理解を得るよう努めること、学校評価の中でいじ

めへの対応を取り上げること、いじめ発生時には速やかに保護者等に報告し連携

して対処すること、いじめられる子どもの立場に立って対応し、場合によっては

転校等の弾力的な措置も可能である旨を伝えること、正確な情報提供により保護

者や地域住民の信頼を確保すること等について、学校・教育委員会への指導を行

い、取組の促進を図る。

→ チームによる対応等の推進

いじめられる子どものケアといじめる子どもへの指導、さらにそれらの背景に

ある問題等への適切な対応を図るため、校内の教職員による対応チームや、教育

委員会内部の関係職員、教育委員会と外部の関係機関による学校支援チームを編

成し、問題の解決に当たるよう、各学校・教育委員会の取組を促進する。

その他、福祉系の専門的な人材による支援や、人権擁護機関等の第三者機関と

の連携など、関係者・関係機関との連携に関する取組についての情報提供等を推

進する。
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④ いじめ防止等のための多様な教育活動の展開

→ 心の教育の充実

各学校・地域等における先進的な取組の支援とその成果の普及等を通じ、道徳

教育、生徒指導、人権教育等の取組や、学校における様々な体験活動・奉仕活動

等を推進し、豊かな心や社会性、規範意識等をはぐくむ指導の充実を図る。

その他、いじめ解決に向け児童生徒自身が考え、話し合い、主体的に取り組む

教育実践や、学級経営の改善の取組など、様々な取組事例についての情報提供を

進める。

→ いじめる子どもに対する毅然とした対応の促進

出席停止制度等の適切な運用も含め、学校における懲戒基準や問題行動への対

応方針を明確化し、公表するなどにより、いじめる子どもに対し毅然とした対応

を図る取組の普及・促進を図る。

⑤ メール、ネット等を利用した新しい形のいじめへの対応

→ 情報モラル等の指導事例等を紹介する サイトの作成等Web
ネット上の掲示板やブログ等による中傷などに関する指導も含め、情報モラル

等に関する指導事例等を取りまとめるとともに、Webサイトを作成して当該事例等

を広く紹介する。また、教員等を対象としたフォーラムを開催し、情報モラル等

の指導手法の普及を図る。さらに、携帯電話によるネットいじめの危険性等につ

いて解説した子ども向けのリーフレットを配布し、指導の充実に資する。

( ) 子どもたちの健やかな育ちを支える学校・家庭・地域の取組の支援2

○ 豊かな人間性を育くんでいくための大前提として、まずは、学校、家庭、地域

のそれぞれの場において、子どもたちが、いきいきと、楽しく過ごすことができ

る環境を整備していくことが重要。

○ 学校、家庭、地域において、それぞれ以下の取組を推進するとともに、学校、

家庭、地域の連携を促進。

①「わかる授業｣の推進、いきいきとした学校生活の実現

→ 「わかる授業」の推進

、 、学力・学習状況に関する適切な実態把握 個に応じたきめ細かな指導の充実

教員の資質向上等を通じ 「わかる授業」実現のための授業改善を促進する。、

→ いきいきとした学校生活の実現

学級（ホームルーム）活動や児童会・生徒会活動、様々な学校行事等の活動

を通じ、子どもたち一人一人が自己存在感を持つことができる学校作りを進め

る観点から、各学校の取組を促進する。また、豊かな学校生活を体験し、互い

に協力し合って友情を深めるなど人間関係を形成する場としての部活動の充実

を図る。
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② 親子の温かい人間関係のを基盤とした家庭の教育力の向上等

→ 家族のふれあいを促進するための取組の推進

子どもへの読み聞かせや、家族で参加できる地域活動の促進など、子どもと親

・家族がふれあい、親が子どもをきちんと見つめる環境をつくっていく。

→ 子育て・家庭教育に対する支援の充実

子育て・家庭教育への支援について、訪問型の支援や、関係団体との連携、携

帯電話・パソコンなどのＩＴの活用により、子育てに無関心な親、孤立しがちな

親や学ぶ余裕がない親などへのきめ細かな支援を強化する。

③ 地域における子どもたちの多様な活動の場の整備

→ 放課後子どもプランの推進

放課後や週末等に、小学校の余裕教室などを活用して、子どもたちの安全・

安心な活動拠点（居場所）を設け、地域の多様な方々の参画を得て、様々な体験

・交流活動や学習活動等の取組を推進。

【 】厚生労働省と連携した総合的な放課後対策として実施

→ 地域の教育力再生

地域の教育力の再生を図るため、ボランティア活動や地域の様々な課題を解決

するための取組を通じて「学びあい、支えあう」地域の絆づくりを推進する。ま

た、総合型地域スポーツクラブの育成支援や青少年の体験活動等の推進、地域人

材の活用による文化芸術活動の支援など、地域に根ざした多様な活動のための環

境整備を推進する。さらに、地域の大人が学校を支援する活動などを通じて、地

域の連帯感の形成等を促進するための調査研究を進める。

※ さらに、学校・家庭・地域の間における日頃からの行動連携を通じ、相互のネ

ットワーク形成を促進。

Ⅵ．おわりに
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